

















































































































































































負の所得税の純 可　処　分　所　得所　　　得 給付＊ 負の所得税のもと 正の所得税のもと
で で紳
O 3，000 3．O00 O
1，000 2，500 3．500 1，OOO
2，000 2．000 4，O00 2，OOO
3，000 1，500 4，500 3，OOO
4，000 1，OOO 5．000 3．860
5，000 500 5．500 4，710
















































































































































































































































































































































































800時間 実効 1，600時間 1，800時間 2，000時間賃金率 可処分 費用 賃金率 可処分 費用
可処分　　　　費用所　得 可処分
所　得 所　得 所　得 費用1
1．252，460 L4602．1253，400 1，400！3，825 1，5754，250 1，750
1．752，660 1，2602．3753，800 1，0004，275 1，1254，750 1，250






































！ ’‘‘，’ 　‘‘・　’’一□’ 特別割増金O．1D （賃金率2．75）























保障所得 収支分岐水準 純費用＊ 適用範囲　莇人
ドル ドル 1o億ドル 家　計1人　数
2，000 4，OOO 3．5 7．8 26．9
2，400 4，800 5．9 1α5 36．8
2，800 5，600 9．3 13．5 48．1
3，200 6，400 14．O 16．7 60．2
3，600 7，200 20－O 20．5 74．6




費用 額 ，違邦 ・地方のすべての政府レベルにおげる現存プログラ
　ムの節約分を差し引いた純額である。
　〔出所〕President’s　Commission　on　Income　Maintena口ce　Programs，o力．
　　　　6f．，P．61．
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について若干触れておこう。表3は，所得維持プログラムに関する大統領委員
会が1971年について行なった費用推計である。これによると，2，000ドルの最
低保障所得水準で50％の相殺税率が課せられる負の所得税案は，その適用範囲
が780万家計，2，690万人で，その純費用は35億ドルかかるとされている。最
低保障所得水準を3，200ドルとすると，1，670万家計，6，020万人がその恩恵
にあずかり，純費用は140億ドルになるとされている。前述の二つの所得保障
案の費用額もこの表からおおよその見当はつくであろう。ただ，この種の費用
推計については，そのデータや人口，所得増加等の予測にかなりの不正確さが
ともなうことは避げられえないということを認識したうえで，評価せねばなら
ない。
注（1）Milton　Friedman，oμ泓，pp，1g〔←195．
　（2）Richard　Zeckhauser，“Optima1Mechanism　for　Income　Transfer，”λ刎2桃脇
　　Eω物o刎たRω地〃，Vo1・61，No・2，June1971，pp．32企一334．
　（3）　Richard　Zeckhauser　and　Peter　Schuck，“An　Altemative　to　the　Nhon
　　Income　Maintenance　PIan，”τ加〃ろ脆〃θ㈱ま，No．19．1970，pp．12ひ＿130．
　（4）ゼックハウザーとシャックは，最低保1障所得水準をもっと引き上げ，そして労働
　　要求条項をなくせば，FAPが第一のタイプの案になりうるとLて，第二のタイプ
　　の案とLての彼らの案との併用を提案している。Richard　Zeckhauser　and　Peter
　　Schuck，o力．c扱，p．125．
w　む　す　び
　本稿では，負の所得税を中心とした所得傑障案を，主として，勤労意欲の観
点から考察した。そして，所得保障ブログラムのもつ勤労意欲に。対する阻害効
果の緩和を主たる目的としたゼックハウザーとシャックによる所得保障案（第
皿案）を検討した。その結果，この第II案は標準的な負の所得税よりも勤労意
欲を高め，しかも勤労老に対する給付のみを比較した場合，その政府負担費用
は減少する可能性が高いことを示した。もちろんゼックハウザーとシャックに
ょる第n案も通常の所得保障案が持つ問題点をともなっている。しかし，それ
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らについてはすでに多く検討されているので，ここでは改めて取り上げない。ω
ここでは，ゼックハウザーとシャックによる所得保障案の固有の問題点をいく
つか指摘して，本稿の結びに代えたいと思う。
　第一の問題点は，第n案が実施された時に賃金構造に歪みが生じはしないか
という点である。つまり，政府による賃金への特別割増金は，雇用着によって
麦払われる市場賃金率を低下させる傾向を持ちぱしないだろうか。もしそうで
あるならば，特別割増金の恩恵に浴するのは勤労者ばかりでなく，雇用者もそ
の恩恵の一部を享受することにたる。これに対して，ゼヅクハウザーとシャッ
クは，「賃金スケールの底辺では，最低賃金制によって賃金率の低下が阻止され
る」と反論している。②しかし，これぼあまりにも楽観的な見解のように思える。
賃金率を低下させることまではないとしても，賃金率の引き上げを阻止するか，
あるいは現行の低賃金を維持させることになりはしないだろうか。特に，イソ
フレが進行しつつある時には，その影響は大きいであろう。そしてまた，賃金
に対して特別割増金を給付することは，政府が雇用者に代って賃上げ，あるい
はその賃金費用の一部負担を行なうことになりはLないであろうか。本来，雇
用者がなすべき賃金費用の支払いを，一般納税者の負担において，政府が肩代
りをする結果になるかも知れない。その可能性がなくならないうちは，この所
得保障案に対する一般的支持はえられないと思われる。その他に，賃金構造の
変化に関しては次のようなことが言えるであろう。労働者の技術に熟練さが要
求されるかぎり，賃金格差は存続するであろうし，そのことは，所得保障プロ
グラムによって賃金を下方へ押し下げようとする力に対抗するであろう。特に，
職業別労働組合のような市場外的要因によって，特定の技能の供給が制隈され
る場合には，賃金の引き下げはかなりの程度阻止されよう。ただ，所得保障ブ
ログラムのおかげで，それまで失業していた者が，技術を習得して熟練労働者
と競争するようになった場合には，低所得者の勤労意欲は高まるげれども，賃
金率が引き下げられる可能性がある。しかし，この種の競争は，犬規模な形で
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は起らないであろう。
　第二の問題点は，賃金率が上昇すると，その賃金上昇分に対する特別割増金
は50％の割合で減少するため，勤労老の賃金率を高めようとする意欲が弱めら
れるおそれがあるということである。このことは，熟練度を高めより複雑な仕
事に取り組もうとする意欲を弱めたり，あるいは企業間・地域問の労働力の円
滑な移動を阻害することにたるであろう。したがって，第皿案においても，や
はり勤労意欲阻害効果を完全には除去できないのである。
　第三の問題点として，第II案は景気変動に対して所得保障能力がきわめて弱
いことがあげられよう。特に，働きたくても働けない非自発的失業者が多く存
在するような不況期には，この案は無力なものとなろう。その意味で，この案
は完全雇用を前提としていると考えるべきである。
　その伽こ，行政上の間題として，標準的な負の所得税には所得の過少報告の
可能性が存在するように，第皿案では労働時問の過大報告，あるいは賃金率の
遇少報告の可能性が存在する。たとえぼ，チップをどのように把握するかとい
うことも一つの問題である。第■案は，標準的な負の所得税案とことなり，既
存の所得税制度を有効に利用することができないから賃金率や労働時間の評
価・確定のための新たな行政機関を必要とするかも知れない。
　第1I案は，低所得の勤労者を対象としているため，その適用範囲は狭く，当
然，公的扶助制度のような他の所得保障プログラムの併用を必要としよう。所
得保障プログラムのもつ勤労意欲阻害効果を緩和するという目的に対しては，
第n案はかなり有効であると考えられうるが，その実施には，完全雇用の維持，
最低賃金制の確立，職業訓練樹度の充実，労働市場の確立といったような前提
条件が，十分に満足されていなけれぼならないのである。
注（1）たとえば，JamesTobin，JosephA・Pechmanand　Peter帆Mieszkowski，
　　○久泓，pp．み一23。を参照。
　（2）　Richard　Zeckhauser　and　Peter　Schuck，oかむ祉，P・129・
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